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日本語教育政策の実施フェイズ

• 国の法律や政策（推進法、基本方針、ロードマップ等）
• 日本語教育の三類型 留学・生活・就労
• 地域の日本語教育の在り方
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• 各都道府県や政令指定都市の体制整備
• 方針や中期計画等の策定
• 国の補助金（1/2または2/3補助）による事業（55/67が実施）

• 基礎自治体、各教室等の取り組みへ

国はどう考えているのか
国の考えにどこまで合わせたらいいのか

国の考えを知ることができてよかった



日本語教育政策研究の課題と本研究の目的

• 政策主体としてのメゾレベル、ミクロレベルの取り組みを分析したものがほとんどない

→メゾやミクロへの注目が少ない

→政策実施とその影響に関するダイナミズムや改善に関する議論が十分にできない

cf.神吉（2022）、Hornberger & Johnson（2007）、Liddicoat & Taylor-Leech（2020）

• 本研究では国レベル（マクロ）の日本語教育政策と都道府県レベル（メゾ）の日本語教
育政策で語られていること（言説）の異なりを明らかにする



分析に用いた資料

• 「推進法」 日本語教育の推進に関する法律

国会で成立 公布・施行 2019年6月28日

• 「参照枠」 日本語教育の参照枠 報告

文化審議会国語分科会 2021年10月12日

• 「東京都」 東京における「地域日本語教育の体制づくり」のあり方

    東京都生活文化スポーツ局 2023年3月



分析の視点

国レベルの政策資料と都道府県レベルの政策資料（今回は東京都）の比較

• 政策の対象となる主体がどのように語られているか

• 日本語教育の意義や目的がどのように語られているか



国の政策について（1） 推進法
• 「我が国に居住する外国人」が対象

• 幼児児童生徒、留学生、雇用される外国人（含技能実習生、定住者）、難民、地域における…
→国民は学ぶ対象ではない、「外国人」と「国民」カテゴリの明確な異なり

• 「多様な文化を尊重した活力ある共生社会の実現に資する」ことが目的
• 「地域の活力の向上に寄与するものである」との認識が必要
• 「日本語能力を向上させる」「共生社会の実現に資する」ことについて国民の理解と関心を

深める
→日本語教育をやるとなぜ共生社会につながるのかが不明確
→対象が外国人に限定されるのであれば、外国人が日本語を学べば共生が実現する？？



国の政策について（2） 参照枠

• 「日本語教育の質の向上を通して共生社会の実現に寄与」することが目的
• 「言語・文化の相互理解、相互尊重が前提」「学習教育内容や方法の画一化ではない」
• 「日本人が外国人の日本語能力について理解を深めることが重要」
→画一的な教育や一方的な評価とは異なる価値の提示、多様性や相互性への目配り

• 学習観：日本語学習者を社会的存在として捉える
• 社会的存在：「一人一人異なる状況に応じた学びを支えるための枠組み」として提示
• 「社会と教室を隔てることなく、学習者一人一人の豊かな多様性を生か」す
• 「日本語を通した学びの場を人と人が出会う社会そのものとする」ことで共生社会を目指す
→学習者の多様性
→教育の場の価値を「出会う」ことにも見出す、相互性への目配り

• 母語話者という表現を修正
• CEFR補遺版を参考に「熟達した日本語話者」と言い換え
→母語話者を規範、最終的ゴールとしない、母語話者・非母語話者という二項対立を回避



東京都の政策について（1） 東京都

• 「東京に暮らす外国人」の「地域における日本語教育」が対象
• 地域の日本語教室：居場所、相談場所、情報収集・発信の場にもなっている
• 地域社会にとってもコミュニティの活性化や、共生社会の存続を可能とする
→地域の日本語教育の多面的役割



東京都の政策について（2） 東京都
• 地域の日本語教育の目的・目標

• 「初期段階の日本語教育を保障」（ほとんど日本語がわからず、また地域とのつながりが希
薄な方に対する日本語教育）

• 「日本語教育を通じて、外国にルーツをもつ人々と地域とのつながりをはぐくむ」
• 「地域社会とのつながりと日本語の学習は相互に関連し合う関係」
• 「地域日本語教育の推進とやさしい日本語の普及啓発を両輪で進め」る
• 「初期段階の日本語教育を保障することは、地域において『やさしい日本語』でコミュニケー
ションがとれる、という状況を作り出すことにつながる」

• 「やさしい日本語を使って歩み寄ることで、交流機会が増え、相互理解を促進し、『多文化共
生』へとつなが」る

→単純な日本語のレベルではなく、地域との繋がりの中でことばをとらえる視点
→日本語話者側の調整も視野に入れた相互性



結論
国の政策

• 法律は外国人と国民という差異の強調

• 政策になると多様性や相互性が考慮されている

• 基本的には、外国人が日本語を学ぶことで歩み寄ることが前提

都の政策

• 前提としてつながり（まとまり）

• 双方の歩み寄り、相互理解、共生社会

共生は「多様性の尊重（異なり）」と「社会的凝集性（まとまり）」という異なる価値
が併存するものであるという前提で考える必要がある（岡本2013）



本パネルのテーマとの関連

• 「国（マクロ）」の政策言説を鵜呑みにする「人々」の視点をずらす必要
• 「地方公共団体（メゾ）」「教室（ミクロ）」の取り組みへの注目、主体化
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